
2

0 1,052 1,05

2

6 1,123

総事業費（①＋②） 0 17,728 22,170 1,373

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0

２８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

７

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

年

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

度

総合計画
分野 都市環境

（

基本施策 循環型社会・

平

環境保全
施策体系

施策

成

の内容 ごみ・し尿の適

２

正な処理

目
　
　
　
的

　

６

不燃物埋立場で使用す

年

る設備の維持・管理

主

度

た
る
内
容

　不燃物埋立

評

場内で使用する設備の

価

維持管理
を行い、不燃

）

物埋立場の業務を適正

刈

に遂行で 及び更新。
き

谷

る状態を維持する。

位

市

置
づ
け

関連計画

根拠法

事

令

対象者 事業期間 ～

実

務

施方法 ■直営　□委託

事

　□指定管理　□補助

業

・助成　□その他

評価シート （様式１

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

）

４年度実績 ２５年度実

会

績 ２６年度実績 ２７年

計

度計画

　 ・プラスチッ

名

ク製容器包装選 ・プラ

担

スチック製容器包装選

当

・減容施設詰所設備整

部

備
　 　別・減容機交換

経

　別・減容機交換
　 ・

済

テレビアンテナ設置 ・

環

トラックスケール更新

境

　
　　　――――――

部

―

老朽化したプラスチ

一

ック製容器包装選別・

般

減容機及びトラックス

会

ケールの交換などを行

計

った。

成果

不燃物埋立

設

場の設備を計画的に更

備

新する。

課題

指標名称

整

（単位）
実績値 目標値

備

２４年度 ２５年度 ２６

事

年度 ２７年度 ２９年度

業

指標

指標

他市との
比較

担

検証

当課 ごみ減量推進

Ｃ
　
事
　
業
　
コ

室

　
ス
　
ト

単位：千円
２

款

４年度 ２５年度 ２６年

項

度 ２７年度 ２６年度

（

目

決算） （決算） （決算

担

） （予算） 事業費内訳

当

事業費　① 0 16,6

係

76 21,114 25

資

0 合計 21,114,

源

000 円
備品購入費

・

21,114,000

管

 円

財
　
源

特定財源 0

理

0 0 0

一般財源 0 16

係

,676 21,114

4

250

職員人件費　②



2

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　一般廃棄物

平

の適正な処理に必要な

成

措置を講ずるよう努め

２

・法的業務
高い

ること

７

は、廃棄物の処理及び

年

清掃に関する法律に定

度

められ
必要性 ・市民ニ

（

ーズ、社会需要 た責務

平

であり、必要性は高い

成

。
・市民生活上必要で

２

ある　など

　埋立場の

６

設備整備によって、市

年

民が排出する埋立ごみ

度

を
・コストの節減、費

評

用対効果
普通

効率的に

価

処分することができる

）

。
効率性 ・執行体制の

刈

効率性
・手段の最適性

谷

　など

　一般廃棄物を

市

生活環境の保全上支障

事

が生じないうちに処
・

務

市が主体となって実施

事

する
高い

分することは

業

、廃棄物の処理及び清

評

掃に関する法律に定め

価

妥当性 　べき事業であ

シ

るか られた義務である

ー

。
・総合計画との整合

ト

性　など

　ごみの適正

（

な処理に必要な施設の

様

整備事業である。

施策

式

への ・施策への貢献度

２

高い・目標達成度
貢献

）

度 ・市民サービスへの

会

効果　など

今後の方向

計

性 □拡充　■現状維持

名

　□改善・効率化　□

担

縮小　□終期設定　□

当

休止・廃止

　刈谷市一

部

般廃棄物処理基本計画

経

に基づき不燃物の選別

済

処理の高度化・効率化

環

を図りながら引き続き

境

実施していく。

部

一般会

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 

計

　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評

設

　
価
　
∨

備整備事業
担当課 ごみ減量推進室

款 項 目 担当係 資源・管理係

4 2



2

事業費（①＋②） 0 0

3

2,860 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0

２８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

７

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

年

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

度

総合計画
分野 都市環境

（

基本施策 低炭素社会
施

平

策体系
施策の内容 環境

成

意識の高揚

目
　
　
　
的

２

　県道刈谷大府線の開

６

通にあわせて、現在の

年

主
た
る
内
容

　芝生広場

度

、駐車場及びトイレな

評

どを整備す
環境センタ

価

ーの建替え用地を地域

）

住民の憩い る。（約2

刈

,800㎡）
の場とし

谷

て整備し、有効利用を

市

図る。

位
置
づ
け

関連計

事

画

根拠法令

対象者 事業

務

期間 平成２６年度 ～ 平

事

成２７年度

実施方法 □

業

直営　■委託　□指定

評

管理　□補助・助成　

価

□その他

シート （様式１）

Ｂ
　
事
　

会

業
　
実
　
績

２４年度実

計

績 ２５年度実績 ２６年

名

度実績 ２７年度計画

　

担

　 ・設計委託 ・整備工

当

事
　 　 ・電話機移設 　

部

　　　　　　　　　　

経

　　
　 　 ※「環境セン

済

ター周辺整備事
　 　 　

環

業」にて実施
　　　―

境

―――――― 　　　―

部

――――――

設計委託

一

及び環境センターへの

般

電話機移設を行った。

会

成果

課題

指標名称（単

計

位）
実績値 目標値

２４

施

年度 ２５年度 ２６年度

設

２７年度 ２９年度

活動

整

実施設計 ― ― 設計完了

備

―
指標
活動 工事進捗率

事

（％） ― ― ― 100.

業

0
指標

他市との
比較検

担

証

当課 ごみ減量推進

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　

室

ス
　
ト

単位：千円
２４

款

年度 ２５年度 ２６年度

項

２７年度 ２６年度

（決

目

算） （決算） （決算）

担

（予算） 事業費内訳

事

当

業費　① 0 0 2,50

係

8 0 合計 2,507,

資

760 円
委託料 2,

源

268,000 円

財

・

　
源

特定財源 0 0 0 0

管

工事請負費 239,7

理

60 円

一般財源 0 0

係

2,508 0

職員人件

4

費　② 0 0 352 0

総



3

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　地域住民の

平

憩いの場として、快適

成

な生活の確保に寄与す

２

・法的業務
高い

る必要

７

な事業である。
必要性

年

・市民ニーズ、社会需

度

要
・市民生活上必要で

（

ある　など

　将来整備

平

が予定されている西側

成

に隣接する運動広場と

２

の
・コストの節減、費

６

用対効果
普通

一体利用

年

が見込まれ、利用の効

度

率性があがる。　
効率

評

性 ・執行体制の効率性

価

・手段の最適性　など

）

　上記、必要性にもあ

刈

るように市民の快適な

谷

生活の確保に
・市が主

市

体となって実施する
高

事

い
寄与するものである

務

ことから妥当性は高い

事

ものである。
妥当性 　

業

べき事業であるか
・総

評

合計画との整合性　な

価

ど

　地域住民の憩いの

シ

場としての活用や将来

ー

整備が予定され

施策へ

ト

の ・施策への貢献度
普

（

通
ている西側に隣接す

様

る運動広場との一体利

式

用等市民サービ
・目標

２

達成度 スへの効果は高

）

いといえる。
貢献度 ・

会

市民サービスへの効果

計

　など

今後の方向性 □

名

拡充　□現状維持　■

担

改善・効率化　□縮小

当

　□終期設定　□休止

部

・廃止

　地域住民に対

経

する広場の有効活用を

済

検討する必要がある。

環境部

一

Ｃ
 
　
Ｈ
 

般

　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　

会

∧
　
評
　
価
　
∨

計
施設整備事業

担当課 ごみ減量推進室

款 項 目 担当係 資源・管理係

4 2



減

値（60件）に達しな

量

かった。今後ともに不

・

法投棄防止の為の啓発

収

は継続しなければなら

集

ない。
課題

指標名称（

係

単位）
実績値 目標値

２

4

４年度 ２５年度 ２６年

2

度 ２７年度 ２９年度

成

1

果 ごみ散乱・不法投棄に関する苦情件数（件） 81 100 65 60 50
指標

 
指標

　安城市、高浜市、知立市などにおいても、ごみ散乱防止や環境美化の推進を役割とした委嘱を行っている
他市との 。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 468 578 427 431 合計 427,496 円
報償費 140,800 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 需用費 286,696 円

一般財源 468 578 427 431

職員人件費　② 1,415 1,403 1,408 1,497

総事業費（①＋②） 1,883 1,981 1,835 1,928

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0

２８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 都市環境

基本施

平

策 循環型社会・環境保

成

全
施策体系

施策の内容

２

ごみ・し尿の適正な処

６

理

目
　
　
　
的

　ごみの

年

散乱防止及び減量の啓

度

発を図る。

主
た
る
内
容

評

　ごみ散乱防止推進員

価

による啓発指導、53

）

0運
動をはじめとする

刈

清掃活動の推進及びご

谷

み減
量化推進会議の開

市

催。

位
置
づ
け

関連計画

事

ごみ散乱防止実施計画

務

根拠法令 刈谷市空き缶

事

等ごみ散乱防止条例

対

業

象者 市民 事業期間 平成

評

８年度 ～

実施方法 ■直

価

営　□委託　□指定管

シ

理　□補助・助成　□

ー

その他

ト （様式１）

会計

Ｂ
　
事
　
業

名

　
実
　
績

２４年度実績

担

２５年度実績 ２６年度

当

実績 ２７年度計画

ごみ

部

散乱防止推進員を35

経

人委 ごみ散乱防止推進

済

員を35人委 ごみ散乱

環

防止推進員を35人委

境

ごみ散乱防止推進員を

部

35人委
嘱（うち18

一

人が新任）　　　 嘱（

般

うち12人が新任）　

会

　　 嘱（うち19人が

計

新任）　　　 嘱（うち

ご

17人が新任）　　　

み

　　　　　　　　　　

散

　　　 　　　　　　　

乱

　　　　　　 　　　　

防

　　　　　　　　　 　

止

　　　　　　　　　　

・

　　
ごみ散乱防止推進

減

員会議・研 ごみ散乱防

量

止推進員会議・研 ごみ

推

散乱防止推進員会議・

進

研 ごみ散乱防止推進員

事

会議・研
修会の開催　

業

年2回　　 修会の開催

担

　年2回 修会の開催　

当

年2回 修会の開催　年

課

2回

　ごみ散乱防止推

ご

進員が地域と行政との

み

パイプ役となりながら

減

、各地区における啓発

量

指導や清掃活動及び不

推

法投棄防止に

成果
積極

進

的に取り組み環境美化

室

の推進が図られている

款

。

　啓発看板等の設置

項

やごみ散乱防止のパト

目

ロールを定期に実施し

担

ているが、指標である

当

ごみ散乱・不法投棄に

係

関する苦情

件数の目標



当

年度

（決算） （決算）

係

（決算） （予算） 事業

減

費内訳

事業費　① 15

量

1 205 41 164 合

・

計 41,390 円
役

収

務費 41,390 円

集

財
　
源

特定財源 0 0 0

係

0

一般財源 151 20

4

5 41 164

職員人件

2

費　② 707 701 7

1

04 749

総事業費（①＋②） 858 906 745 913

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0

２８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

年

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

度

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

（

合計画
分野 都市環境

基

平

本施策 循環型社会・環

成

境保全
施策体系

施策の

２

内容 ごみ・し尿の適正

６

な処理

目
　
　
　
的

　監

年

視カメラを設置し、不

度

法投棄等の抑止を

主
た

評

る
内
容

　監視カメラ等

価

の設置及び維持管理
図

）

る。

位
置
づ
け

関連計画

刈

 

根拠法令 不法投棄等

谷

監視カメラ設置要領

対

市

象者 地区 事業期間 平成

事

１８年度 ～

実施方法 ■

務

直営　□委託　□指定

事

管理　□補助・助成　

業

□その他

評価シート （様式

Ｂ
　
事
　

１

業
　
実
　
績

２４年度実

）

績 ２５年度実績 ２６年

会

度実績 ２７年度計画

継

計

続設置　4箇所 継続設

名

置　2箇所 継続設置　

担

4箇所 改善撤去　7箇

当

所
新規設置　5箇所 新

部

規設置　7箇所 新規設

経

置　3箇所
改善撤去　

済

5箇所 改善撤去　7箇

環

所　　 改善撤去　6箇

境

所　　

　不法投棄及び

部

ごみ等の排出ルール違

一

反が常態化している場

般

所に、監視カメラを設

会

置し不法投棄等の抑止

計

が図られた。

成果

　地

不

区やごみ散乱防止推進

法

員等との連携を密にし

投

、また状況により捜査

棄

機関との連携も含め不

防

法投棄等の防止活動の

止

一層

の推進が求められ

監

る。
課題

指標名称（単

視

位）
実績値 目標値

２４

カ

年度 ２５年度 ２６年度

メ

２７年度 ２９年度

成果

ラ

監視カメラ設置による

管

不法投棄等改善撤去箇

理

所数　 5 7 6 7 7
指標

事

（箇所）
 

指標
　安城

業

市においても不法投棄

担

監視カメラの貸出設置

当

を行っている。
他市と

課

の
比較検証

ごみ減量推進室

款

Ｃ
　
事
　

項

業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：

目

千円
２４年度 ２５年度

担

２６年度 ２７年度 ２６



源

35,126 1,07

・

6,473 1,196

管

,028

職員人件費　

理

② 354 351 352

係

374

総事業費（①＋

4

②） 1,220,02

2

1 1,127,814

2

1,076,825 1,196,402

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0

２８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ

７

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 都市環境

基本施策

平

循環型社会・環境保全

成

施策体系
施策の内容 ご

２

み・し尿の適正な処理

６

目
　
　
　
的

　市内で発

年

生したごみを処理する

度

役を担う刈

主
た
る
内
容

評

　刈谷知立環境組合の

価

運営に資する事業費を

）

谷知立環境組合を運営

刈

することにより、ごみ

谷

知立市と分担する。
の

市

適正処理を図る。

位
置

事

づ
け

関連計画  

根拠法

務

令  

対象者 刈谷知立環

事

境組合 事業期間 昭和４

業

１年度 ～

実施方法 □直

評

営　□委託　□指定管

価

理　□補助・助成　■

シ

その他

ート （様式１）

会

Ｂ
　
事
　
業

計

　
実
　
績

２４年度実績

名

２５年度実績 ２６年度

担

実績 ２７年度計画

分担

当

金（刈谷市） 分担金（

部

刈谷市） 分担金（刈谷

経

市） 分担金（刈谷市）

済

1,219,667千

環

円 1,127,463

境

千円 1,076,47

部

3千円 1,196,0

一

28千円

分担金を適正

般

に支出した。

成果

 

課

会

題

指標名称（単位）
実

計

績値 目標値

２４年度 ２

刈

５年度 ２６年度 ２７年

谷

度 ２９年度

 
指標

 
指

知

標
 

他市との
比較検証

立環境組合分担事業

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス

担

　
ト

単位：千円
２４年

当

度 ２５年度 ２６年度 ２

課

７年度 ２６年度

（決算

ご

） （決算） （決算） （

み

予算） 事業費内訳

事業

減

費　① 1,219,6

量

67 1,127,46

推

3 1,076,473

進

1,196,028 合

室

計 1,076,473

款

,000 円
負担金、

項

補助及び

財
　
源

特定財

目

源 118,785 92

担

,337 0 0 交付金 1

当

,076,473,0

係

00 円

一般財源 1,

資

100,882 1,0



・

２７年度 ２６年度

（決

収

算） （決算） （決算）

集

（予算） 事業費内訳

事

係

業費　① 1,995 1

4

,681 736 1,1

2

42 合計 735,82

2

5 円
需用費 122,688 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 委託料 613,137 円

一般財源 1,995 1,681 736 1,142

職員人件費　② 1,415 701 352 749

総事業費（①＋②） 3,410 2,382 1,088 1,891

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0

２８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　

７

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 都市環境

基本施策 循

平

環型社会・環境保全
施

成

策体系
施策の内容 ごみ

２

・し尿の適正な処理

目

６

　
　
　
的

　ごみステー

年

ション等管理システム

度

及びごみ

主
た
る
内
容

　

評

システムの保守管理
・

価

し尿処理手数料システ

）

ムを活用し、関係事
務

刈

を適正かつ効率的に執

谷

行する。

位
置
づ
け

関連

市

計画  

根拠法令 刈谷市

事

廃棄物の減量及び適正

務

処理に関する条例

対象

事

者 対象者を限定せず 事

業

業期間 平成１９年度 ～

評

実施方法 □直営　■委

価

託　□指定管理　□補

シ

助・助成　□その他

ート （様式１）

会計

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

名

２４年度実績 ２５年度

担

実績 ２６年度実績 ２７

当

年度計画

データ更新、

部

システム保守管 データ

経

更新、システム保守管

済

データ更新、システム

環

保守管 データ更新、シ

境

ステム保守管
理 理 理 理

部

　システムの導入によ

一

り、ごみステーション

般

の設置状況や移設経緯

会

などの情報の共有管理

計

及び有効活用が図られ

廃

ていると

成果
ともに、

棄

ごみ・し尿処理手数料

物

の徴収事務を適正かつ

シ

円滑に行うことができ

ス

ている。

 

課題

指標名

テ

称（単位）
実績値 目標

ム

値

２４年度 ２５年度 ２

管

６年度 ２７年度 ２９年

理

度

活動 データ更新、シ

事

ステム保守管理の実施

業

（回）　　　 1 1 1 1

担

1
指標 　　　　　
成果

当

ごみ・し尿処理手数料

課

の徴収事務の適正かつ

ご

円滑な 1 1 1 1 1
指標

み

実施（回）
　本市独自

減

のシステムを導入して

量

いる。
他市との
比較検

推

証

進室

款 項 目 担当係

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　

減

ス
　
ト

単位：千円
２４

量

年度 ２５年度 ２６年度



係

374

総事業費（①＋

4

②） 8,138 16,

2

142 32,715 1

2

9,040

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0

２８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　

７

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

年

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

度

　
要

総合計画
分野 都市

（

環境

基本施策 循環型社

平

会・環境保全
施策体系

成

施策の内容 ごみ・し尿

２

の適正な処理

目
　
　
　

６

的

　老朽化した公用車

年

を更新する。

主
た
る
内

度

容

　業務の安全性及び

評

円滑化を図るため、ご

価

み
減量推進室が使用し

）

ているごみ収集車（い

刈

す
ゞエルフ 2t 天

谷

然ガス車）を更新する

市

。

位
置
づ
け

関連計画

根

事

拠法令

対象者 市職員 事

務

業期間 ～

実施方法 ■直

事

営　□委託　□指定管

業

理　□補助・助成　□

評

その他

価シート （様式１

Ｂ
　
事
　
業

）

　
実
　
績

２４年度実績

会

２５年度実績 ２６年度

計

実績 ２７年度計画

塵芥

名

車　1台 塵芥車　2台

担

塵芥車　　　　1台 塵

当

芥車　　　　　1台
ト

部

ラック　　　1台 トラ

経

ック　　　　1台
ブル

済

ドーザー　1台 フォー

環

クリフト　1台

必要車

境

両を購入した。

成果

購

部

入後10年経過、走行

一

距離10万km以上の

般

車両を順次更新する。

会

課題

指標名称（単位）

計

実績値 目標値

２４年度

自

２５年度 ２６年度 ２７

動

年度 ２９年度

指標

指標

車

他市との
比較検証

購入等事業
担当課

Ｃ

ご

　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

み

単位：千円
２４年度 ２

減

５年度 ２６年度 ２７年

量

度 ２６年度

（決算） （

推

決算） （決算） （予算

進

） 事業費内訳

事業費　

室

① 7,784 15,7

款

91 32,363 18

項

,666 合計 32,3

目

62,971 円
役務

担

費 27,415 円

財

当

　
源

特定財源 0 0 0 0

係

備品購入費 32,33

資

5,556 円

一般財

源

源 7,784 15,7

・

91 32,363 18

管

,666

職員人件費　

理

② 354 351 352



・

円
需用費 109,72

管

8 円

財
　
源

特定財源

理

0 0 0 0 委託料 11,

係

463,681 円
使

4

用料及び賃借料 107

2

,179 円

一般財源

2

0 0 12,221 0 備品購入費 540,000 円

職員人件費　② 0 0 352 0

総事業費（①＋②） 0 0 12,573 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0

２８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　

７

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 都市環境

基本施策 循

平

環型社会・環境保全
施

成

策体系
施策の内容 ごみ

２

・し尿の適正な処理

目

６

　
　
　
的

　ごみステー

年

ション等管理システム

度

及びごみ

主
た
る
内
容

　

評

現在使用してるＯＳで

価

あるウィンドウズＸ
・

）

し尿処理手数料システ

刈

ムを活用し、関係事 Ｐ

谷

のサポート期間が終了

市

するため、サポート
務

事

を適正かつ効率的に執

務

行する。 体制のあるＯ

事

Ｓへの移行のためのシ

業

ステム更
新

位
置
づ
け

関

評

連計画

根拠法令

対象者

価

事業期間 平成２６年度

シ

～ 平成２６年度

実施方

ー

法 □直営　■委託　□

ト

指定管理　□補助・助

（

成　□その他

様式１）

会計名 担

Ｂ
　

当

事
　
業
　
実
　
績

２４年

部

度実績 ２５年度実績 ２

経

６年度実績 ２７年度計

済

画

　 　 ・パソコン更新

環

　
　 　 ・ごみ・し尿処

境

理手数料シス 　
　 　 　

部

テムの移行 　
　 　 ・ご

一

みステーション管理シ

般

ス 　
　　　―――――

会

―― 　　　―――――

計

―― 　テムの移行 　　

廃

　―――――――

　ウ

棄

ィンドウズ７搭載のパ

物

ソコンに更新し、ごみ

シ

・し尿処理手数料シス

ス

テムを移行した。

成果

テ

　ごみステーション管

ム

理システムを庁内ＧＩ

更

Ｓへ移行した。

課題

指

新

標名称（単位）
実績値

事

目標値

２４年度 ２５年

業

度 ２６年度 ２７年度 ２

担

９年度

指標

指標

他市と

当

の
比較検証

課 ごみ減量推進室

Ｃ
　
事
　

款

業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：

項

千円
２４年度 ２５年度

目

２６年度 ２７年度 ２６

担

年度

（決算） （決算）

当

（決算） （予算） 事業

係

費内訳

事業費　① 0 0

資

12,221 0 合計 1

源

2,220,588 



係

   85ｔ 空き缶・

4

金属類・   242

2

ｔ アルミ缶・・・・・

2

月1～2回
アルミ缶・・・・    89ｔ アルミ缶・・・・    84ｔ

　ごみの収集量の抑制については、ほぼ横ばい傾向にあるが可燃ごみ（生ごみ類）については微減が図られた。

成果

　ごみの発生抑制及び適正な分別排出の一層の促進が求められる。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２９年度

成果 ごみ処理量（ｔ） 51,257 51,370 51,354 51,300 51,100
指標

 
指標

　処理しなければならないごみの1人1日当たりの排出量（24年度886ｇ⇒25年度884ｇ）は県平均（24年度 7
他市との 67ｇ⇒25年度762ｇ）を上回っており、一層のごみの発生抑制及び適正な分別排出の促進を図る必要がある
比較検証 。

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 324,101 327,991 344,759 356,848 合計 344,758,743 円
賃金 21,577,699 円

財
　
源

特定財源 10,694 14,786 7,964 6,245 報償費 4,574,260 円
需用費 25,362,988 円

一般財源 313,

Ｄ

407 313,205

　

336,795 350

　

,603 役務費 1,2

　

25,757 円
委託

Ｏ

料 291,468,7

　

10 円

職員人件費　

　

② 7,074 7,01

∧

3 7,039 7,48

　

6 使用料及び賃借料 1

　

,000 円
補償、補

実

填及び賠

総事業費（①

　

＋②） 331,175

　

335,004 351

施

,798 364,33

　

4 償金 266,829

　

 円
公課費 281,5

∨

00 円

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0 ごみ処理手数料
粗大ごみ処理手数料

２８年度以降の事業費見込 0 自動車事故共済保険金収入
広告料収入

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　

７

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

年

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

度

　
要

総合計画
分野 都市

（

環境

基本施策 循環型社

平

会・環境保全
施策体系

成

施策の内容 ごみ・し尿

２

の適正な処理

目
　
　
　

６

的

　可燃ごみ等を分別

年

収集し、ごみの減量や

度

リ

主
た
る
内
容

○ごみの

評

適正な分別排出の周知

価

啓発
サイクルの推進を

）

図る。 ○可燃ごみ、不

刈

燃ごみ、空き缶・金属

谷

類及び
　アルミ缶の分

市

別収集

位
置
づ
け

関連計

事

画 刈谷市一般廃棄物処

務

理基本計画

根拠法令 廃

事

棄物の処理及び清掃に

業

関する法律、刈谷市廃

評

棄物の減量及び適正に

価

関する条例

対象者 市民

シ

及び事業者 事業期間 昭

ー

和４１年度 ～

実施方法

ト

■直営　■委託　□指

（

定管理　□補助・助成

様

　□その他

式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事

部

　
業
　
実
　
績

２４年度

経

実績 ２５年度実績 ２６

済

年度実績 ２７年度計画

環

ごみ分別収集協力報償

境

金を全 ごみ分別収集協

部

力報償金を全 ごみ分別

一

収集協力報償金を全 ご

般

み分別収集協力報償金

会

を全
地区に交付 地区に

計

交付 地区に交付 地区に

ご

交付
クリーンカレンダ

み

ー、ごみの クリーンカ

収

レンダーの作成・ クリ

集

ーンカレンダー、ごみ

業

の クリーンカレンダー

務

の作成・
分け方・出し

事

方ガイドブック 全戸配

業

布 分け方・出し方ガイ

担

ドブック 全戸配布
の作

当

成・全戸配布 ＜収集量

課

＞ の作成・全戸配布 ＜

ご

収集頻度＞
＜収集量＞

み

可燃ごみ・・・・26

減

,552ｔ ＜収集量＞

量

可燃ごみ・・・・・週

推

2回
可燃ごみ・・・・

進

26,775ｔ 不燃ご

室

み・・・・   85

款

4ｔ 可燃ごみ・・・・

項

26,427ｔ 不燃ご

目

み・・・・・月1回
不

担

燃ごみ・・・・   

当

896ｔ 空き缶・金属

係

類・   258ｔ 不

減

燃ごみ・・・・   

量

789ｔ 空き缶・金属

・

類・・月2回
空き缶・

収

金属類・   276

集

ｔ アルミ缶・・・・ 



・

の排出量（24年度8

収

86ｇ⇒25年度88

集

4ｇ）は県平均（24

係

年度 7
他市との 67

4

ｇ⇒25年度762ｇ

2

）を上回っており、一

2

層のごみの発生抑制及び適正な分別排出の促進を図る必要がある
比較検証 。

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 37,454 37,448 38,410 40,103 合計 38,410,428 円
委託料 38,410,428 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 37,454 37,448 38,410 40,103

職員人件費　② 1,415 1,403 1,408 1,497

総事業費（①＋②） 38,869 38,851 39,818 41,600

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0

２８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　

７

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 都市環境

基本施策 循

平

環型社会・環境保全
施

成

策体系
施策の内容 ごみ

２

・し尿の適正な処理

目

６

　
　
　
的

　空きビンを

年

分別収集処理し、ごみ

度

の減量や

主
た
る
内
容

　

評

空きビンの収集運搬及

価

び中間処理
リサイクル

）

の推進を図る。

位
置
づ

刈

け

関連計画 刈谷市一般

谷

廃棄物処理基本計画

根

市

拠法令 廃棄物の処理及

事

び清掃に関する法律

対

務

象者 市民 事業期間 昭和

事

５７年度 ～

実施方法 □

業

直営　■委託　□指定

評

管理　□補助・助成　

価

□その他

シート （様式１）

Ｂ
　
事
　

会

業
　
実
　
績

２４年度実

計

績 ２５年度実績 ２６年

名

度実績 ２７年度計画

月

担

2回収集 月2回収集 月

当

2回収集 月2回収集
　

部

　　　　　　　　　　

経

　　 　　　　　　　　

済

　　　　　 　　　　　

環

　　　　　　　　 　　

境

　　　　　　　　　　

部

　
収集量　693ｔ 収

一

集量　684ｔ 収集量

般

　675ｔ 収集量　6

会

68ｔ
    
処理量

計

　797ｔ（資源回収

ガ

所直処理量　791ｔ

ラ

（資源回収所直処理量

ス

　771ｔ（資源回収

ビ

所直処理量　768ｔ

ン

（資源回収所直
接搬入

収

の104ｔを含む） 接

集

搬入の107ｔを含む

処

） 接搬入97ｔを含む

理

） 接搬入100ｔを含

事

む）

　ごみの発生抑制

業

やガラスビンのリサイ

担

クルを推進し、不燃物

当

埋立場の埋立てへの減

課

容を図っている。

成果

ご

　地域や集合住宅管理

み

者等と連携を図り、ご

減

みの適正な分別排出の

量

一層の促進が求められ

推

る。

課題

指標名称（単

進

位）
実績値 目標値

２４

室

年度 ２５年度 ２６年度

款

２７年度 ２９年度

活動

項

収集量（ｔ） 693 6

目

84 675 668 65

担

5
指標
成果 処理量（ｔ

当

） 797 791 771

係

768 755
指標

　処

減

理しなければならない

量

ごみの1人1日当たり



量

成果 処理量（ｔ） 3

・

11 312 298 29

収

0 285
指標

　処理し

集

なければならないごみ

係

の1人1日当たりの排

4

出量（24年度886

2

ｇ⇒25年度884ｇ

2

）は県平均（24年度 7
他市との 67ｇ⇒25年度762ｇ）を上回っており、一層のごみの発生抑制及び適正な分別排出の促進を図る必要がある
比較検証 。

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 28,107 28,339 26,843 28,567 合計 26,842,719 円
委託料 26,842,719 円

財
　
源

特定財源 6,356 9,544 1,847 2,646

一般財源 21,751 18,795 24,996 25,921

職員人件費　② 1,415 1,403 1,408 1,497

総事業費（①＋②） 29,522 29,742 28,251 30,064

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0 資源売却収入

２８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ

７

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 都市環境

基本施策

平

循環型社会・環境保全

成

施策体系
施策の内容 ご

２

み・し尿の適正な処理

６

目
　
　
　
的

　ペットボ

年

トルを分別収集処理し

度

、ごみの減

主
た
る
内
容

評

　ペットボトルの収集

価

運搬及び中間処理
量や

）

リサイクルの推進を図

刈

る。

位
置
づ
け

関連計画

谷

刈谷市一般廃棄物処理

市

基本計画

根拠法令 廃棄

事

物の処理及び清掃に関

務

する法律

対象者 市民 事

事

業期間 平成９年度 ～

実

業

施方法 ■直営　■委託

評

　□指定管理　□補助

価

・助成　□その他

シート （様式１）

会

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

計

４年度実績 ２５年度実

名

績 ２６年度実績 ２７年

担

度計画

月2回収集 月2

当

回収集　　 月2回収集

部

　　 月2回収集　　
　

経

　　　　　　　　　　

済

　　 　　　　　　　　

環

　　　　　 　　　　　

境

　　　　　　　　 　　

部

　　　　　　　　　　

一

　
収集量　277ｔ 収

般

集量　278ｔ 収集量

会

　264ｔ 収集量　2

計

56ｔ
　 　　 　　 　　

ペ

処理量　311ｔ（資

ッ

源回収所・処理量　3

ト

12ｔ（資源回収所・

ボ

処理量　298ｔ（資

ト

源回収所・処理量　2

ル

90ｔ（資源回収所・

収

クリーンセンター直接

集

搬入の3クリーンセン

処

ター直接搬入分 クリー

理

ンセンター直接搬入分

事

クリーンセンター直接

業

搬入分
4ｔを含む） の

担

34ｔを含む） の34

当

ｔを含む） の34ｔを

課

含む）

　ごみの発生抑

ご

制やペットボトルのリ

み

サイクルを推進し、ご

減

みの排出量を減少させ

量

るている。

成果

　地域

推

や集合住宅管理者等と

進

連携を図り、ごみの適

室

正な分別排出の一層の

款

促進が求められる。

課

項

題

指標名称（単位）
実

目

績値 目標値

２４年度 ２

担

５年度 ２６年度 ２７年

当

度 ２９年度

活動 収集量

係

（ｔ） 277 278 2

減

64 256 251
指標



目

成果 処理量（ｔ） 1,

担

115 1,109 1,

当

104 1,092 1,

係

071
指標

　処理しな

減

ければならないごみの

量

1人1日当たりの排出

・

量（24年度886ｇ

収

⇒25年度884ｇ）

集

は県平均（24年度 

係

7
他市との 67ｇ⇒2

4

5年度762ｇ）を上

2

回っており、一層のご

2

みの発生抑制及び適正な分別排出の促進を図る必要がある
比較検証 。

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 62,285 61,790 66,210 68,800 合計 66,210,304 円
委託料 66,210,304 円

財
　
源

特定財源 21,005 15,772 26,139 17,846

一般財源 41,280 46,018 40,071 50,954

職員人件費　② 1,415 1,403 1,408 1,497

総事業費（①＋②） 63,700 63,193 67,618 70,297

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0 資源売却収入

２８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

年

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

度

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

（

要

総合計画
分野 都市環

平

境

基本施策 循環型社会

成

・環境保全
施策体系

施

２

策の内容 ごみ・し尿の

６

適正な処理

目
　
　
　
的

年

　プラスチック製容器

度

包装を分別収集処理し

評

主
た
る
内
容

　プラスチ

価

ック製容器包装の収集

）

運搬及び中
ごみの減量

刈

やリサイクルの推進を

谷

図る。 間処理

位
置
づ
け

市

関連計画 刈谷市一般廃

事

棄物処理基本計画

根拠

務

法令 廃棄物の処理及び

事

清掃に関する法律

対象

業

者 市民 事業期間 平成１

評

３年度 ～

実施方法 □直

価

営　■委託　□指定管

シ

理　□補助・助成　□

ー

その他

ト （様式１）

会計

Ｂ
　
事
　
業

名

　
実
　
績

２４年度実績

担

２５年度実績 ２６年度

当

実績 ２７年度計画

週1

部

回収集 週1回収集 週1

経

回収集 週1回収集
　　

済

　　　　　　　　　　

環

　 　　　　　　　　　

境

　　　　 　　　　　　

部

　　　　　　　 　　　

一

　　　　　　　　　　

般

収集量　1,101ｔ

会

収集量　1,094ｔ

計

収集量　1,088ｔ

プ

収集量　1,077ｔ

ラ

処理量　1,115ｔ

ス

（資源回収所　　　 処

チ

理量　1,104ｔ（

ッ

資源回収所処理量　1

ク

,092ｔ（資源回収

製

所
直接搬入の14ｔを

容

含む） 処理量　1,1

器

09ｔ（資源回収所直

包

接搬入分の16ｔを含

装

む 直接搬入分の15ｔ

収

を含む
直接搬入分の1

集

5ｔを含む）

　ごみの

処

発生抑制やプラスチッ

理

ク製容器包装のリサイ

事

クルを推進し、可燃ご

業

みへの排出量を減少さ

担

せている。

成果

　地域

当

や集合住宅管理者等と

課

連携を図り、ごみの適

ご

正な分別排出の一層の

み

促進が求められる。

課

減

題

指標名称（単位）
実

量

績値 目標値

２４年度 ２

推

５年度 ２６年度 ２７年

進

度 ２９年度

活動 収集量

室

（ｔ） 1,101 1,

款

094 1,088 1,

項

077 1,056
指標



2

ョン収集（約2,30

2

0か所）を実施している。
他市との 　碧南市・高浜市では、拠点回収（約100～120か所）であり、知立市では、市による収集は行っていない。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 4,179 4,200 4,339 4,521 合計 4,339,440 円
委託料 4,339,440 円

財
　
源

特定財源 3,693 4,200 4,339 4,521

一般財源 486 0 0 0

職員人件費　② 1,415 1,403 1,408 1,497

総事業費（①＋②） 5,594 5,603 5,747 6,018

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0 資源売却収入

２８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

７

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

年

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

度

総合計画
分野 都市環境

（

基本施策 循環型社会・

平

環境保全
施策体系

施策

成

の内容 ごみ・し尿の適

２

正な処理

目
　
　
　
的

　

６

可燃ごみの減量及びリ

年

サイクルの推進を図

主

度

た
る
内
容

　不燃（資源

評

）ごみステーションに

価

おける紙
る。 類（新聞

）

・雑誌・段ボール）の

刈

分別収集

位
置
づ
け

関連

谷

計画 刈谷市一般廃棄物

市

処理基本計画

根拠法令

事

廃棄物の処理及び清掃

務

に関する法律

対象者 市

事

民 事業期間 平成２１年

業

度 ～

実施方法 □直営　

評

■委託　□指定管理　

価

□補助・助成　□その

シ

他

ート （様式１）

会

Ｂ
　
事
　
業
　
実

計

　
績

２４年度実績 ２５

名

年度実績 ２６年度実績

担

２７年度計画

クリーン

当

カレンダー、ごみの ク

部

リーンカレンダーの作

経

成・ クリーンカレンダ

済

ー、ごみの クリーンカ

環

レンダーの作成・
分け

境

方・出し方ガイドブッ

部

ク 全戸配布等による周

一

知啓発 分け方・出し方

般

ガイドブック 全戸配布

会

等による周知啓発
の作

計

成・全戸配布等による

紙

周 収集量  783ｔ

類

の作成・全戸配布等に

回

よる周 収集量  65

収

7ｔ
知啓発 知啓発
　　

事

　　　　　　　　　　

業

　 　　　　　　　　　

担

　　　　
収集量　79

当

7ｔ 収集量  692

課

ｔ

　ステーション収集

ご

（約2,000か所、

み

月2回）による、排出

減

の利便性を高め、可燃

量

ごみに混入されていた

推

紙類の分別排出を

成果

進

促進することに努めた

室

。

　可燃ごみとしての

款

排出を減少させるため

項

、継続的に周知啓発を

目

進め、資源物の分別排

担

出の徹底を図ることが

当

求められる

。
課題

指標

係

名称（単位）
実績値 目

減

標値

２４年度 ２５年度

量

２６年度 ２７年度 ２９

・

年度

活動 収集量（ｔ）

推

797 783 692 6

進

57 644
指標

 
指標

係

　安城市では、本市と

4

同様に紙類のステーシ



量

 7
他市との 67ｇ⇒

・

25年度762ｇ）を

収

上回っており、一層の

集

ごみの発生抑制及び適

係

正な分別排出の促進を

4

図る必要がある
比較検

2

証 。

2

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,723 1,595 1,397 1,827 合計 1,396,852 円
役務費 175,480 円

財
　
源

特定財源 1,723 1,595 1,397 1,827 委託料 1,221,372 円

一般財源 0 0 0 0

職員人件費　② 1,415 1,403 1,408 1,497

総事業費（①＋②） 3,138 2,998 2,805 3,324

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0 粗大ごみ処理手数料

２８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ

７

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 都市環境

基本施策

平

循環型社会・環境保全

成

施策体系
施策の内容 ご

２

み・し尿の適正な処理

６

目
　
　
　
的

　粗大ごみ

年

を処理場へ直接搬入で

度

きない市民

主
た
る
内
容

評

　粗大ごみの戸別有料

価

収集の実施
に対し、有

）

料で戸別収集を行い、

刈

ごみの減量
・適正排出

谷

及びリサイクルの推進

市

を図る。

位
置
づ
け

関連

事

計画 刈谷市一般廃棄物

務

処理基本計画

根拠法令

事

刈谷市廃棄物の減量及

業

び適正処理に関する条

評

例

対象者 市民 事業期間

価

平成３年度 ～

実施方法

シ

■直営　■委託　□指

ー

定管理　□補助・助成

ト

　□その他

（様式１）

会計名

Ｂ
　
事

担

　
業
　
実
　
績

２４年度

当

実績 ２５年度実績 ２６

部

年度実績 ２７年度計画

経

週1回収集 週1回収集

済

週1回収集 週1回収集

環

　　　　　　　　　　

境

　　　 収集個数　2,

部

218個 収集個数　2

一

,192個 収集量　5

般

8ｔ
収集個数　2,1

会

39個 　 収集量　60

計

ｔ
　　　　　　　　　

粗

　　　　 収集量　63

大

ｔ
収集量　56ｔ

　ご

ご

みの発生抑制を推進し

み

、排出量を減少させる

戸

ことができた。

成果
　

別

戸別収集の受付を専用

収

電話により、土・日曜

集

日も行うとともに、粗

業

大ごみ処理券をコンビ

務

ニエンスストア等（2

事

6年度58

店舗）で販

業

売し、市民の利便性の

担

向上を図っている。

　

当

リサイクルショップや

課

フリーマーケットの活

ご

用などの啓発に努め、

み

不用品の再使用の促進

減

が求められる。

課題

指

量

標名称（単位）
実績値

推

目標値

２４年度 ２５年

進

度 ２６年度 ２７年度 ２

室

９年度

活動 収集量（ｔ

款

） 56 63 60 58 5

項

8
指標

 
指標

　処理し

目

なければならないごみ

担

の1人1日当たりの排

当

出量（24年度886

係

ｇ⇒25年度884ｇ

減

）は県平均（24年度



係

0,964 円

財
　
源

資

特定財源 8,227 8

源

,462 8,804 8

・

,974 役務費 18,

管

792 円
委託料 8,

理

694,565 円

一

係

般財源 0 0 0 0

職員人

4

件費　② 707 701

2

704 749

総事業費

2

（①＋②） 8,934 9,163 9,508 9,723

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0 資源売却収入

２８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 都市環境

基本

平

施策 循環型社会・環境

成

保全
施策体系

施策の内

２

容 ごみ・し尿の適正な

６

処理

目
　
　
　
的

　資源

年

の回収拠点を北部地区

度

に常設すること

主
た
る

評

内
容

　不燃物埋立場に

価

おける資源の回収を指

）

導す
により、自己搬入

刈

の利便性を図る。 る。

谷

位
置
づ
け

関連計画 刈谷

市

市一般廃棄物処理基本

事

計画

根拠法令 廃棄物の

務

処理及び清掃に関する

事

法律

対象者 市民 事業期

業

間 平成１３年度 ～

実施

評

方法 □直営　■委託　

価

□指定管理　□補助・

シ

助成　□その他

ート （様式１）

会

Ｂ

計

　
事
　
業
　
実
　
績

２４

名

年度実績 ２５年度実績

担

２６年度実績 ２７年度

当

計画

資源回収所回収量

部

資源回収所回収量 資源

経

回収所回収量 資源回収

済

所回収量
799ｔ 76

環

9ｔ 742ｔ 800ｔ

境

　再利用可能な資源を

部

回収し市民のリサイク

一

ル意識や自己搬入の利

般

便性を高めた。

成果

　

会

適正な分別指導の促進

計

を更に図る。

課題

指標

不

名称（単位）
実績値 目

燃

標値

２４年度 ２５年度

物

２６年度 ２７年度 ２９

埋

年度

成果 資源回収所回

立

収量（t） 799 76

場

9 742 800 900

資

指標
 

指標
　近隣市（

源

安城市、知立市など）

回

においても、資源ごみ

収

の拠点回収を行ってい

指

る。
他市との
比較検証

導事業
担当課 ごみ減

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス

量

　
ト

単位：千円
２４年

推

度 ２５年度 ２６年度 ２

進

７年度 ２６年度

（決算

室

） （決算） （決算） （

款

予算） 事業費内訳

事業

項

費　① 8,227 8,

目

462 8,804 8,

担

974 合計 8,804

当

,321 円
需用費 9



量

93 277 263 24

・

8
指標

　処理しなけれ

収

ばならないごみの1人

集

1日当たりの排出量（

係

24年度886ｇ⇒2

4

5年度884ｇ）は県

2

平均（24年度 7
他

2

市との 67ｇ⇒25年度762ｇ）を上回っており、一層のごみの発生抑制及び適正な分別排出の促進を図る必要がある
比較検証 。

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 7,426 7,175 7,251 7,859 合計 7,250,631 円
委託料 7,250,631 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 7,426 7,175 7,251 7,859

職員人件費　② 1,415 1,403 1,408 1,497

総事業費（①＋②） 8,841 8,578 8,659 9,356

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0

２８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ

７

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 都市環境

基本施策

平

循環型社会・環境保全

成

施策体系
施策の内容 ご

２

み・し尿の適正な処理

６

目
　
　
　
的

　紙製容器

年

包装を分別収集処理し

度

、ごみの減

主
た
る
内
容

評

　紙製容器包装の収集

価

運搬及び中間処理
量や

）

リサイクルの推進を図

刈

る。

位
置
づ
け

関連計画

谷

刈谷市一般廃棄物処理

市

基本計画

根拠法令 廃棄

事

物の処理及び清掃に関

務

する法律

対象者 市民 事

事

業期間 平成１６年度 ～

業

実施方法 □直営　■委

評

託　□指定管理　□補

価

助・助成　□その他

シート （様式１）

会

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

計

２４年度実績 ２５年度

名

実績 ２６年度実績 ２７

担

年度計画

月2回収集 月

当

2回収集 月2回収集 月

部

2回収集
　　　　　　

経

　　　　　　　  　　

済

　　　　　　　　　　

環

  　　　　　　　　

境

　　　　  　　　　

部

　　　　　　　　 
収

一

集量　309ｔ 収集量

般

　289ｔ 収集量　2

会

74ｔ 収集量　260

計

ｔ
  　  　  　
処理

紙

量　310ｔ（資源回

製

収所直処理量　293

容

ｔ（資源回収所直処理

器

量　277ｔ（資源回

包

収所直処理量　263

装

ｔ　（資源回収所
接搬

収

入の11ｔを含み、誤

集

排出 接搬入の12ｔを

処

含み、誤排出 接搬入の

理

11ｔを含み、誤排出

事

直接搬入を含む）
の紙

業

類10ｔを除く） の8

担

ｔを除く） の8ｔを除

当

く）

　ごみの発生抑制

課

や紙容器のリサイクル

ご

を推進し、可燃ごみへ

み

の排出量を減少させて

減

いる。

成果

　地域や集

量

合住宅管理者等と連携

推

を図り、ごみの適正な

進

分別排出の一層の促進

室

が求められる。

課題

指

款

標名称（単位）
実績値

項

目標値

２４年度 ２５年

目

度 ２６年度 ２７年度 ２

担

９年度

活動 収集量（ｔ

当

） 309 289 274

係

260 245
指標
成果

減

処理量（ｔ） 310 2



減

訳

事業費　① 2,09

量

0 1,827 2,03

・

8 2,523 合計 2,

収

037,744 円
委

集

託料 2,037,74

係

4 円

財
　
源

特定財源

4

0 0 0 0

一般財源 2,

2

090 1,827 2,

2

038 2,523

職員人件費　② 1,415 1,403 1,408 1,497

総事業費（①＋②） 3,505 3,230 3,446 4,020

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0

２８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 都市環境

基本施

平

策 循環型社会・環境保

成

全
施策体系

施策の内容

２

ごみ・し尿の適正な処

６

理

目
　
　
　
的

　道路等

年

の公共用地における小

度

動物の死体回

主
た
る
内

評

容

　小動物の死体回収

価

業務委託
収を迅速かつ

）

効率的に行い、公衆衛

刈

生の保持
及び環境の美

谷

化を図る。

位
置
づ
け

関

市

連計画  

根拠法令 廃棄

事

物の処理及び清掃に関

務

する法律

対象者 市民 事

事

業期間 平成１９年度 ～

業

実施方法 □直営　■委

評

託　□指定管理　□補

価

助・助成　□その他

シート （様式１）

会

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

計

２４年度実績 ２５年度

名

実績 ２６年度実績 ２７

担

年度計画

回収件数　4

当

73件 回収件数　40

部

7件 回収件数　447

経

件 回収件数　500件

済

 うち土・日曜日、祝

環

日及び年 うち土・日曜

境

日、祝日及び年
うち土

部

・日曜日、祝日及び年

一

末の回収件数78件 末

般

の回収件数79件
末の

会

回収件数　82件

　市

計

役所閉庁日である土・

犬

日曜日、祝日等にも回

猫

収を行い、迅速な対応

等

が図られている。

成果

死

　野良猫等の発生抑制

体

が求められる。

課題

指

回

標名称（単位）
実績値

収

目標値

２４年度 ２５年

業

度 ２６年度 ２７年度 ２

務

９年度

活動 回収件数（

委

件） 473 407 44

託

7 500 500
指標

 

事

指標
　安城市、知立市

業

などにおいても、同様

担

の回収業務を業者委託

当

している。
他市との
比

課

較検証

ごみ減量推進室

款

Ｃ
　
事
　
業
　

項

コ
　
ス
　
ト

単位：千円

目

２４年度 ２５年度 ２６

担

年度 ２７年度 ２６年度

当

（決算） （決算） （決

係

算） （予算） 事業費内



集

0枚 紙製（大）　  

係

164,500枚 紙製

4

（大）　  155,

2

000枚
紙製（小）　

2

 　25,500枚 紙製（小）　 　57,000枚 紙製（小）　 　62,500枚 紙製（小）　 　55,000枚
                                                                                                        
合　計  　　10,334,500枚 合　計  　　9,712,000枚 合　計  　　11,193,000枚 合　計  　　9,870,000枚

　ごみの発生抑制及び分別排出の促進により、指定袋の作製数を削減させることができた。

成果

　一層の指定袋の円滑な流通と適正な在庫管理が求められる。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２９年度

活動 作成数合計（枚） 10,334,500 9,712,000 11,193,000 9,870,000 9,870,000
指標
成果 販売数合計（枚） 11,033,000 11,966,000 9,719,000 9,870,000 9,870,000
指標

　処理しなければならないごみの1人1日当たりの排出量（24年度886ｇ⇒25年度884ｇ）は県平均（24年度 7
他市との 67ｇ⇒25年度762ｇ）を上回っており、一層のごみの発生抑制及び適正な分別排出の促進を図る必要がある
比較検証 。

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス

　

　
ト

単位：千円
２４年

　

度 ２５年度 ２６年度 ２

実

７年度 ２６年度

（決算

　

） （決算） （決算） （

　

予算） 事業費内訳

事業

施

費　① 54,523 6

　

0,263 93,51

　

2 93,855 合計 9

∨

3,512,216 円
需用費 93,471,516 円

財
　
源

特定財源 54,523 60,263 74,833 93,822 役務費 29,900 円
使用料及び賃借料 10,800 円

一般財源 0 0 18,679 33

職員人件費　② 1,415 1,403 1,408 1,497

総事業費（①＋②） 55,938 61,666 94,920 95,352

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0 可燃ごみ指定袋売払収入

２８年度以降の事業費見込 0

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ

７

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 都

（

市環境

基本施策 循環型

平

社会・環境保全
施策体

成

系
施策の内容 ごみ・し

２

尿の適正な処理

目
　
　

６

　
的

　可燃ごみ等の指

年

定袋を作製し、ごみの

度

減量

主
た
る
内
容

　可燃

評

ごみ、プラスチック製

価

容器包装及び紙
・分別

）

排出及びリサイクルの

刈

推進を図る。 製容器包

谷

装の指定袋を作製

位
置

市

づ
け

関連計画 刈谷市一

事

般廃棄物処理基本計画

務

根拠法令 刈谷市可燃ご

事

み等指定袋制度要領　

業

　　　　　　　　　　

評

　　　　　　　　　　

価

　　　　

対象者 市民 事

シ

業期間 平成１１年度 ～

ー

実施方法 ■直営　□委

ト

託　□指定管理　□補

（

助・助成　□その他

様式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

部

２４年度実績 ２５年度

経

実績 ２６年度実績 ２７

済

年度計画

＜作製数＞ ＜

環

作製数＞ ＜作製数＞ ＜

境

作製数＞
可燃（大）　

部

6,745,000枚

一

可燃（大）　6,42

般

0,000枚 可燃（大

会

）　7,220,50

計

0枚 可燃（大）　6,

ご

150,000枚
可燃

み

（小）  1,510

指

,500枚 可燃（小）

定

  1,233,00

袋

0枚 可燃（小）  1

購

,618,000枚 可

入

燃（小）  1,54

事

5,000枚
可燃（極

業

小）　203,500

担

枚 可燃（極小）　29

当

7,000枚 可燃（極

課

小）　343,000

ご

枚 可燃（極小）　31

み

5,000枚
プラ（大

減

）　1,538,50

量

0枚 プラ（大）　1,

推

310,000枚 プラ

進

（大）　1,483,

室

500枚 プラ（大）　

款

1,395,000枚

項

プラ（小）　　203

目

,500枚 プラ（小）

担

　　203,000枚

当

プラ（小）　　301

係

,000枚 プラ（小）

減

　　255,000枚

量

紙製（大）　  10

・

8,000枚 紙製（大

収

）　  192,00



係

29 円
需用費 163

4

,080 円

財
　
源

特

2

定財源 0 0 0 0 委託料

2

8,931,942 円
負担金、補助及び

一般財源 8,689 8,566 9,208 9,029 交付金 113,207 円

職員人件費　② 707 701 704 749

総事業費（①＋②） 9,396 9,267 9,912 9,778

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0

２８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　

７

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

年

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

度

　
要

総合計画
分野 都市

（

環境

基本施策 循環型社

平

会・環境保全
施策体系

成

施策の内容 ごみ・し尿

２

の適正な処理

目
　
　
　

６

的

　水銀等有害物質を

年

含む廃棄物を適正に処

度

理

主
た
る
内
容

　水銀な

評

ど有害ごみ（使用済み

価

乾電池、蛍光
し、良好

）

な環境の保全を図る。

刈

管）を適正処理及び資

谷

源化する。

位
置
づ
け

関

市

連計画 刈谷市一般廃棄

事

物処理基本計画

根拠法

務

令 廃棄物の処理及び清

事

掃に関する法律

対象者

業

市民 事業期間 昭和５９

評

年度 ～

実施方法 □直営

価

　■委託　□指定管理

シ

　□補助・助成　□そ

ー

の他

ト （様式１）

会計

Ｂ
　
事
　
業
　

名

実
　
績

２４年度実績 ２

担

５年度実績 ２６年度実

当

績 ２７年度計画

使用済

部

み乾電池　　36ｔ 使

経

用済み乾電池　　36

済

ｔ 使用済み乾電池　　

環

37ｔ 使用済み乾電池

境

　　37ｔ
使用済み蛍

部

光管　　18ｔ 使用済

一

み蛍光管　　17ｔ 使

般

用済み蛍光管　　18

会

ｔ 使用済み蛍光管　　

計

18ｔ

　水銀を含む有

有

害な廃棄物を適正に処

害

理し、環境に悪影響を

ご

及ぼさないようにした

み

。

成果

課題

指標名称（

処

単位）
実績値 目標値

２

理

４年度 ２５年度 ２６年

事

度 ２７年度 ２９年度

指

業

標

指標
　近隣市（安城

担

市、知立市など）にお

当

いても同様の有害ごみ

課

の収集を行っている。

ご

他市との
比較検証

み減量推進室

款 項

Ｃ

目

　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

担

単位：千円
２４年度 ２

当

５年度 ２６年度 ２７年

係

度 ２６年度

（決算） （

資

決算） （決算） （予算

源

） 事業費内訳

事業費　

・

① 8,689 8,56

管

6 9,208 9,02

理

9 合計 9,208,2



4

0 役務費 469,15

2

7 円
委託料 3,24

2

5,962 円

一般財源 1,123 3,168 3,774 8,101

職員人件費　② 707 1,052 1,056 1,123

総事業費（①＋②） 1,830 4,220 4,830 9,224

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0

２８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

７

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

年

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

度

要

総合計画
分野 都市環

（

境

基本施策 循環型社会

平

・環境保全
施策体系

施

成

策の内容 ごみ・し尿の

２

適正な処理

目
　
　
　
的

６

　不法投棄等で回収し

年

た廃棄物の処分

主
た
る

度

内
容

　不法投棄に係る

評

タイヤ等の処理

位
置
づ

価

け

関連計画 刈谷市一般

）

廃棄物処理基本計画

根

刈

拠法令 廃棄物の処理及

谷

び清掃に関する法律

対

市

象者 市民 事業期間 ～

実

事

施方法 □直営　■委託

務

　□指定管理　□補助

事

・助成　□その他

業評価シート （様式

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

１

４年度実績 ２５年度実

）

績 ２６年度実績 ２７年

会

度計画

タイヤ 　　 

計

　  1.35ｔ タイ

名

ヤ  　　 　   

担

0.86ｔ タイヤ  

当

　　 　  0.36

部

ｔ タイヤ  　　 　

経

   1.0ｔ
消火器

済

　　　 　　  0本

環

消火器　　　   　

境

　130本 消火器　　

部

　 　　　 0本 消火

一

器　　　　 　　35

般

本
ライター　　 　 

会

 4.7ｔ ライター　

計

　　　   4.0ｔ

廃

ライター　　　   

棄

2.75ｔ  ライター

物

　 　　  4.0ｔ

処

　適正に処理を行った

理

。

成果

　

課題

指標名称

事

（単位）
実績値 目標値

業

２４年度 ２５年度 ２６

担

年度 ２７年度 ２９年度

当

指標
 

指標

他市との
比

課

較検証

ごみ減量推進室

款

Ｃ
　
事
　
業
　

項

コ
　
ス
　
ト

単位：千円

目

２４年度 ２５年度 ２６

担

年度 ２７年度 ２６年度

当

（決算） （決算） （決

係

算） （予算） 事業費内

資

訳

事業費　① 1,12

源

3 3,168 3,77

・

4 8,101 合計 3,

管

773,763 円
需

理

用費 58,644 円

係

財
　
源

特定財源 0 0 0



2

年度

（決算） （決算）

2

（決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 29,953 31,099 34,156 34,798 合計 34,156,136 円
需用費 15,523,642 円

財
　
源

特定財源 168 343 156 303 役務費 825,042 円
委託料 16,857,936 円

一般財源 29,785 30,756 34,000 34,495 使用料及び賃借料 14,545 円
原材料費 600,264 円

職員人件費　② 1,415 1,403 1,408 1,497 備品購入費 211,707 円
公課費 123,000 円

総事業費（①＋②） 31,368 32,502 35,564 36,295

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0 ごみ埋立処分手数料

２８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

７

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

年

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

度

総合計画
分野 都市環境

（

基本施策 循環型社会・

平

環境保全
施策体系

施策

成

の内容 ごみ・し尿の適

２

正な処理

目
　
　
　
的

　

６

不燃物埋立場の業務管

年

理を適正に行い、埋

主

度

た
る
内
容

　浸出液処理

評

施設を始めとする不燃

価

物埋立場
立場の延命化

）

を図る。 の施設全般の

刈

運転維持管理及び随時

谷

の覆土に
よる埋立整備

市

位
置
づ
け

関連計画 刈谷

事

市一般廃棄物処理基本

務

計画

根拠法令 廃棄物の

事

処理及び清掃に関する

業

法律

対象者 対象者を限

評

定せず 事業期間 昭和４

価

７年度 ～

実施方法 ■直

シ

営　■委託　□指定管

ー

理　□補助・助成　□

ト

その他

（様式１）

会計名

Ｂ
　
事
　
業

担

　
実
　
績

２４年度実績

当

２５年度実績 ２６年度

部

実績 ２７年度計画

不燃

経

ごみ（埋立処理分）　

済

　 不燃ごみ（埋立処理

環

分） 不燃ごみ（埋立処

境

理分） 不燃ごみ（埋立

部

処理分）
952ｔ 1,

一

068ｔ 1,202ｔ

般

1,000ｔ

　第1不

会

燃物埋立場については

計

廃止に向け、水質検査

施

等を実施し、愛知県と

設

協議した。また、ごみ

管

分別の徹底を図り、第

理

2

成果
不燃物埋立場の

事

延命に努めた。

　第2

業

不燃物埋立場の能力を

担

維持するため、適正に

当

管理し更なる延命に努

課

めていく。

課題

指標名

ご

称（単位）
実績値 目標

み

値

２４年度 ２５年度 ２

減

６年度 ２７年度 ２９年

量

度

指標
 

指標
　近隣市

推

（安城市、知立市など

進

）においても同様の一

室

般廃棄物最終処分場を

款

整備している。
他市と

項

の
比較検証

目 担当係 資源・管

Ｃ
　
事
　

理

業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：

係

千円
２４年度 ２５年度

4

２６年度 ２７年度 ２６



2

しつつ、廃止を見据え

2

た修繕計画により修繕費の削減を図る。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２９年度

 
指標

 
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 15,048 7,551 16,995 30,000 合計 16,994,880 円
需用費 14,246,280 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 工事請負費 2,748,600 円

一般財源 15,048 7,551 16,995 30,000

職員人件費　② 707 701 704 1,497

総事業費（①＋②） 15,755 8,252 17,699 31,497

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0

２８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

７

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

年

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

度

総合計画
分野 都市環境

（

基本施策 循環型社会・

平

環境保全
施策体系

施策

成

の内容 ごみ・し尿の適

２

正な処理

目
　
　
　
的

　

６

放流水の水質確保に欠

年

かせない不燃物埋立

主

度

た
る
内
容

　第1及び第

評

2不燃物埋立場浸出液

価

処理施設の
場浸出液処

）

理施設の計画的な修繕

刈

等を実施し 各種ポンプ

谷

等、設備の取替え及び

市

修繕、及び
、機器及び

事

設備修繕により施設の

務

処理能力を 減容機の修

事

繕。
維持する。

位
置
づ

業

け

関連計画 刈谷市一般

評

廃棄物処理基本計画

根

価

拠法令 廃棄物の処理及

シ

び清掃に関する法律

対

ー

象者 対象者を限定せず

ト

事業期間 昭和４８年度

（

～

実施方法 □直営　■

様

委託　□指定管理　□

式

補助・助成　□その他

１）

会計名 担当部 経

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

済

績

２４年度実績 ２５年

環

度実績 ２６年度実績 ２

境

７年度計画

活性炭吸着

部

塔点検修繕 有機汚濁モ

一

ニター点検整備 活性炭

般

吸着塔点検修繕 活性炭

会

吸着塔点検修繕
凝集沈

計

殿槽レーキ修繕 活性炭

施

吸着塔配管修繕 曝気攪

設

拌ブロワ点検修繕 曝気

補

攪拌ブロワ点検修繕
汚

修

泥脱水機整備修繕 ブロ

事

ワ設備制御盤修繕 生物

業

汚泥引抜きポンプ修繕

担

有機汚濁モニター点検

当

整備
制御盤シーケンサ

課

ー更新修繕 超音波流量

ご

計取替修繕 ろ過ポンプ

み

配管等修繕 砂ろ過器点

減

検整備
混和槽撹拌機取

量

替修繕 硝化液循環ポン

推

プ修繕
砂ろ過器点検整

進

備
有機汚濁モニター点

室

検整備
原水計量槽取替

款

修繕
原水槽水位計取替

項

修繕
処理水ポンプ取替

目

修繕
　不燃物埋立場浸

担

出液処理施設の計画的

当

な修繕を実施し、機器

係

及び設備修繕により施

資

設の処理能力の維持に

源

努めた。

成果

　施設の

・

老朽化に伴い修繕箇所

管

、修繕の頻度ともに増

理

加傾向にある。第1不

係

燃物埋立場は廃止に向

4

けて現在の状態を維持



係

25ｔ
　合計　　　　

4

　　　929ｔ 　合計

2

　　　　　　　949

2

ｔ 　合計　　　　　　　918ｔ 　合計　　　　　　　900ｔ

　埋立ごみの削減と適正な分別を実施し、埋立場の延命に寄与した。

成果

　埋立ごみをさらに減らすための分別方法の検討

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２９年度

成果 不燃ごみ分別量 599 616 608 585 555
指標 （埋立ごみ以外のもの）（ｔ）

指標
　本事業は刈谷市独自の事業である。

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 30,671 30,671 31,547 31,858 合計 31,546,800 円
委託料 31,546,800 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 30,671 30,671 31,547 31,858

職員人件費　② 707 701 704 749

総事業費（①＋②） 31,378 31,372 32,251 32,607

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0

２８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　

７

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

年

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

度

　
要

総合計画
分野 都市

（

環境

基本施策 循環型社

平

会・環境保全
施策体系

成

施策の内容 ごみ・し尿

２

の適正な処理

目
　
　
　

６

的

  埋立場へ搬入さ

年

れる一般家庭から出る

度

不燃

主
た
る
内
容

  各

評

家庭から収集した不燃

価

ごみを埋立場で手
ごみ

）

を場内で適正に分別し

刈

て、埋立ごみを減 選別

谷

により、金属等リサイ

市

クルするものと可
量し

事

、埋立場の延命を図る

務

。 燃ごみ、埋立ごみ等

事

に分別し、適正に処理

業

す
る。

位
置
づ
け

関連計

評

画 刈谷市一般廃棄物処

価

理基本計画

根拠法令 廃

シ

棄物の処理及び清掃に

ー

関する法律

対象者 市民

ト

事業期間 平成１７年度

（

～

実施方法 □直営　■

様

委託　□指定管理　□

式

補助・助成　□その他

１）

会計名 担当部 経

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

済

績

２４年度実績 ２５年

環

度実績 ２６年度実績 ２

境

７年度計画

埋立ごみ　

部

　　　　　330ｔ 埋

一

立ごみ　　　　　　3

般

33ｔ 埋立ごみ　　　

会

　　　310ｔ 埋立ご

計

み　　　　　　315

埋

ｔ
空き缶・金属類　 

立

 　155ｔ 空き缶・

ご

金属類　  　142

み

ｔ 空き缶・金属類　 

分

 　130ｔ 空き缶・

別

金属類　  　130

事

ｔ
破砕対象物　　　　

業

 　86ｔ 破砕対象物

担

　　　　 　26ｔ 破

当

砕対象物　　　　 　

課

26ｔ 破砕対象物　　

ご

　　 　25ｔ
可燃物

み

　　　　　　　212

減

ｔ 可燃物　　　　　　

量

　195ｔ 可燃物　　

推

　　　　　178ｔ 可

進

燃物　　　　　　　1

室

85ｔ
硬質プラスチッ

款

ク    116ｔ 硬

項

質プラスチック   

目

 126ｔ 硬質プラス

担

チック    151

当

ｔ 硬質プラスチック 

係

   120ｔ
小型家

資

電　　　　　　 30

源

ｔ 小型家電　　　　　

・

　127ｔ 小型家電　

管

　　　　　123ｔ 小

理

型家電　　　　　　1



源

43,545円 補助金

・

額　　　2,257,

管

774円
　かりや消費

理

者生活学校と協働しリ

係

サイクルショップやマ

4

ザーズ工房を通して、

2

ごみの減量化、リサイ

2

クルの促進ができ

成果
た。

　効果的な広報の仕方を検討

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２９年度

成果 リサイクルショップ入場者数（人） 12,783 12,533 10,690 13,000 14,000
指標

 
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 2,890 4,476 4,556 4,479 合計 4,555,881 円
需用費 289,548 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 役務費 56,411 円
委託料 675,768 円

一般財源 2,890 4,476 4,556 4,479 使用料及び賃借料
1,276,380 円

職員人件費　② 707 701 704 749 負担金、補助及び
交付金 2,257,774 円

総事業費（①＋②） 3,597 5,177 5,260 5,228

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0

２８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ

７

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 都市環境

基本施策

平

循環型社会・環境保全

成

施策体系
施策の内容 ご

２

みの減量化

目
　
　
　
的

６

  ごみの減量及びリ

年

サイクルの推進並びに

度

リ

主
た
る
内
容

　かりや

評

消費者生活学校のリサ

価

イクルショッ
サイクル

）

意識の啓蒙。 プ等運営

刈

及びマザーズ工房運営

谷

に対し補助金
を交付。

市

位
置
づ
け

関連計画

根拠

事

法令

対象者 かりや消費

務

者生活学校 事業期間 平

事

成１０年度 ～

実施方法

業

□直営　□委託　□指

評

定管理　■補助・助成

価

　□その他

シート （様式１）

Ｂ
　
事

会

　
業
　
実
　
績

２４年度

計

実績 ２５年度実績 ２６

名

年度実績 ２７年度計画

担

リサイクルショップ リ

当

サイクルショップ リサ

部

イクルショップ リサイ

経

クルショップ
入場者数

済

　　　12,783人

環

入場者数　　　12,

境

533人 入場者数　　

部

　10,690人 入場

一

者数　　　   13

般

,000人
出品点数　

会

　　39,874点 出

計

品点数　　　38,3

リ

72点 出品点数　　　

サ

32,192点 補助金

イ

額　　　2,269,

ク

568円
販売点数　　

ル

　21,622点 販売

プ

点数　　　21,06

ラ

5点 販売点数　　　1

ザ

7,237点
販売金額

運

　　　3,896,7

営

30円 販売金額　　　

事

3,591,730円

業

販売金額　　　2,8

担

06,720円
マザー

当

ズ工房 マザーズ工房 マ

課

ザーズ工房
布類回収量

ご

　  830kg 布類

み

回収量　  875k

減

g 布類回収量　  4

量

38.5kg
傘修理数

推

　　　113本 傘修理

進

数　　　203本 傘修

室

理数　　　99本
売上

款

金額　　　359,9

項

02円 売上金額　　　

目

262,362円 売上

担

金額　　　219,8

当

71円
補助金額　　　

係

2,245,700円

資

補助金額　　　2,2



理係

4 2 2

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ

７

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 都

（

市環境

基本施策 循環型

平

社会・環境保全
施策体

成

系
施策の内容 ごみの減

２

量化

目
　
　
　
的

　清掃

６

センター内にある資源

年

回収所を県道の

主
た
る

度

内
容

　資源受入のため

評

の簡易建物の設置及び

価

外構
開通にあわせ移設

）

する。 の整備等を行う

刈

。

位
置
づ
け

関連計画

根

谷

拠法令

対象者 事業期間

市

平成２６年度 ～ 平成２

事

６年度

実施方法 □直営

務

　■委託　□指定管理

事

　□補助・助成　□そ

業

の他

評価シート （様式

Ｂ
　
事
　
業
　

１

実
　
績

２４年度実績 ２

）

５年度実績 ２６年度実

会

績 ２７年度計画

　 　 資

計

源回収所設置 　
　 　 　

名

　 　 　
　 　 　
　　　―

担

―――――― 　　　―

当

―――――― 　　　―

部

――――――

環境セン

経

ター敷地内に資源回収

済

所を設置した。

成果

課

環

題

指標名称（単位）
実

境

績値 目標値

２４年度 ２

部

５年度 ２６年度 ２７年

一

度 ２９年度

指標

指標

他

般

市との
比較検証

会計
資源回収所設

Ｃ
　

置

事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単

事

位：千円
２４年度 ２５

業

年度 ２６年度 ２７年度

担

２６年度

（決算） （決

当

算） （決算） （予算）

課

事業費内訳

事業費　①

ご

0 0 1,685 0 合計

み

1,684,800 

減

円
委託料 194,40

量

0 円

財
　
源

特定財源

推

0 0 0 0 工事請負費 1

進

,490,400 円

室

一般財源 0 0 1,68

款

5 0

職員人件費　② 0

項

0 352 0

総事業費（

目

①＋②） 0 0 2,03

担

7 0

建
設
事
業

全体事業

当

費（単位：千円） 0 ２

係

６年度特定財源名称

２

資

６年度までの累積事業

源

費 0

２８年度以降の事

・

業費見込 0

管



2

Ｃ
　
事
　

3

業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 186,878 215,052 223,998 229,706 合計 223,998,384 円
需用費 27,570,243 円

財
　
源

特定財源 14,098 13,296 12,361 12,463 役務費 96,589 円
委託料 191,223,944 円

一般財源 172,780 201,756 211,637 217,243 使用料及び賃借料
5,107,608 円

職員人件費　② 707 701 704 749

総事業費（①＋②） 187,585 215,753 224,702 230,455

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0 し尿処理手数料

２８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

７

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

年

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

度

総合計画
分野 都市環境

（

基本施策 循環型社会・

平

環境保全
施策体系

施策

成

の内容 ごみ・し尿の適

２

正な処理

目
　
　
　
的

　

６

環境センターの業務管

年

理を適正に行い、し

主

度

た
る
内
容

　環境センタ

評

ーの管理業務の充実及

価

び効率化
尿及び浄化槽

）

汚泥処理の効率化を図

刈

る。

位
置
づ
け

関連計画

谷

刈谷市一般廃棄物処理

市

基本計画

根拠法令 廃棄

事

物の処理及び清掃に関

務

する法律

対象者 対象者

事

を限定せず 事業期間 平

業

成１６年度 ～

実施方法

評

□直営　■委託　□指

価

定管理　□補助・助成

シ

　□その他

ート （様式１）

会

Ｂ
　
事

計

　
業
　
実
　
績

２４年度

名

実績 ２５年度実績 ２６

担

年度実績 ２７年度計画

当

し尿　　　　　 1,

部

475kl し尿　　　

経

　　 1,342kl

済

し尿　　　　　 1,

環

268kl し尿　　　

境

　　 1,200kl

部

浄化槽汚泥　　23,

一

451kl 浄化槽汚泥

般

　　22,161kl

会

浄化槽汚泥　　21,

計

400kl 浄化槽汚泥

施

　　20,670kl

設

　環境センターの業務

管

管理を適正に行い、し

理

尿及び浄化槽汚泥処理

事

を行った。

成果

　今後

業

、更なる希釈倍率の低

担

下を図り、下水道使用

当

料の縮減に努めていく

課

。環境センターの省エ

ご

ネ診断結果を今後のセ

み

ン

ターの省エネ管理に

減

生かしていく。
課題

指

量

標名称（単位）
実績値

推

目標値

２４年度 ２５年

進

度 ２６年度 ２７年度 ２

室

９年度

指標

指標
　近隣

款

市（安城市、知立市な

項

ど）においても市単独

目

または一部事務組合に

担

て同様のし尿処理場を

当

整備してい
他市との る

係

。
比較検証

資源・管理係

4



係

0 0

一般財源 42,4

4

32 42,323 43

2

,412 43,768

3

職員人件費　② 707 701 704 749

総事業費（①＋②） 43,139 43,024 44,116 44,517

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0

２８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　

７

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

年

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

度

　
要

総合計画
分野 都市

（

環境

基本施策 循環型社

平

会・環境保全
施策体系

成

施策の内容 ごみ・し尿

２

の適正な処理

目
　
　
　

６

的

　くみ取り対象世帯

年

からのし尿収集業務を

度

行

主
た
る
内
容

　くみ取

評

り対象世帯からし尿を

価

収集し、適切
い、公衆

）

衛生の向上を図る。 に

刈

処理する。

位
置
づ
け

関

谷

連計画 刈谷市一般廃棄

市

物処理基本計画

根拠法

事

令 廃棄物の処理及び清

務

掃に関する法律

対象者

事

市民 事業期間 昭和２８

業

年度 ～

実施方法 □直営

評

　■委託　□指定管理

価

　□補助・助成　□そ

シ

の他

ート （様式１）

会

Ｂ
　
事
　
業
　

計

実
　
績

２４年度実績 ２

名

５年度実績 ２６年度実

担

績 ２７年度計画

し尿く

当

み取り量 し尿くみ取り

部

量 し尿くみ取り量 し尿

経

くみ取り量
1,475

済

kl 1,342kl 1

環

,268kl 1,14

境

0kl

　くみ取り対象

部

世帯からし尿を適切に

一

収集した。　

成果

　し

般

尿等の処理量は年々減

会

少しており、今後、収

計

集体系の見直しが必要

し

である。

課題

指標名称

尿

（単位）
実績値 目標値

収

２４年度 ２５年度 ２６

集

年度 ２７年度 ２９年度

処

指標
 

指標
　近隣市（

理

安城市、知立市など）

事

においても同様の事業

業

を行っている。
他市と

担

の
比較検証

当課 ごみ減量推進

Ｃ
　
事
　

室

業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：

款

千円
２４年度 ２５年度

項

２６年度 ２７年度 ２６

目

年度

（決算） （決算）

担

（決算） （予算） 事業

当

費内訳

事業費　① 42

係

,432 42,323

資

43,412 43,7

源

68 合計 43,411

・

,912 円
委託料 4

管

3,411,912 

理

円

財
　
源

特定財源 0 0



2

771 円

財
　
源

特定

4

財源 140 143 245 39 役務費 427,628 円
委託料 1,874,460 円

一般財源 4,135 4,320 3,914 5,188

職員人件費　② 707 701 704 749

総事業費（①＋②） 4,982 5,164 4,863 5,976

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0 行政財産目的外使用料

２８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

７

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

年

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

度

総合計画
分野 都市環境

（

基本施策 循環型社会・

平

環境保全
施策体系

施策

成

の内容 ごみ・し尿の適

２

正な処理

目
　
　
　
的

　

６

清掃センターの施設管

年

理の効率化を図る。

主

度

た
る
内
容

　清掃センタ

評

ーの施設管理の効率化

価

、高度化

位
置
づ
け

関連

）

計画 刈谷市一般廃棄物

刈

処理基本計画

根拠法令

谷

廃棄物の処理及び清掃

市

に関する法律

対象者 対

事

象者を限定せず 事業期

務

間 昭和５１年度 ～

実施

事

方法 ■直営　■委託　

業

□指定管理　□補助・

評

助成　□その他

価シート （様式１

Ｂ

）

　
事
　
業
　
実
　
績

２４

会

年度実績 ２５年度実績

計

２６年度実績 ２７年度

名

計画

消防設備保守管理

担

委託 消防設備保守管理

当

委託 消防設備保守管理

部

委託 消防設備保守管理

経

委託
樹木管理委託 樹木

済

管理委託 樹木管理委託

環

樹木管理委託
建物清掃

境

委託 建物清掃委託 建物

部

清掃委託 建物清掃委託

一

空調設備保守管理委託

般

空調設備保守管理委託

会

空調設備保守管理委託

計

空調設備保守管理委託

施

空調設備修繕

　施設の

設

効率的な管理に努め、

管

管理費の縮減に努めた

理

。

成果

　施設管理の更

事

なる効率化に努める必

業

要がある。

課題

指標名

担

称（単位）
実績値 目標

当

値

２４年度 ２５年度 ２

課

６年度 ２７年度 ２９年

ご

度

指標
 

指標
　

他市と

み

の
比較検証

減量推進室

款 項 目

Ｃ
　
事
　

担

業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：

当

千円
２４年度 ２５年度

係

２６年度 ２７年度 ２６

資

年度

（決算） （決算）

源

（決算） （予算） 事業

・

費内訳

事業費　① 4,

管

275 4,463 4,

理

159 5,227 合計

係

4,158,859 

4

円
需用費 1,856,
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